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1．総論 

【総括判断】「県内経済は、持ち直している」 

項 目 前回（7年10月判断） 今回（8年1月判断） 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している  

 

（注）8年1月判断は、前回7年10月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、横ばいの状況

にある。雇用情勢は、改善しつつある。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年10月判断） 今回（8年1月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに
持ち直している 

物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに
持ち直している  

生産活動 横ばいの状況にある 横ばいの状況にある 
 

雇用情勢 改善しつつある 改善しつつある 
 

設備投資 7年度は増加見込みとなっている 7年度は増加見込みとなっている 
 

企業収益 7年度は減益見込みとなっている 7年度は増益見込みとなっている 
 

企業の 

景況感 
「下降」超幅が縮小している 「下降」超幅が縮小している 

 

住宅建設 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

公共事業 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

【先行き】  

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが

期待される。ただし、今後の物価動向、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要が

ある。 

 

2．各論 

 個人消費 「物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している」 

百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、家電大型専門店販売額、ドラッグストア販

売額、ホームセンター販売額、乗用車新車登録届出台数は前年を上回っている。宿泊や飲食サービスは、

持ち直している。このように個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。 
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（主なヒアリング結果） 

➢ コメや精肉、惣菜、日配品、加工食品などがよく売れており、物価上昇の影響もあり、売上げは前年を上回っているが、

値上げ基調のなか、価格への感度は高まっており、割安なPB商品に流れる動きがみられる。（百貨店・スーパー） 

➢ 既存ＯＳのサポート終了に加えて、メモリの供給不足による価格上昇を見越した特需があり、パソコンの売上げが前年を

上回っているほか、スマートフォンやゲーム関連の販売が引き続き好調。（家電量販店） 

➢ インフルエンザ感染者数の増加に伴いマスクや体温計の販売数が増加している。販売価格の上昇により、ついで買いの減

少や低価格帯の商品へのシフトがみられる。（ドラッグストア） 

➢ グリーン部門の販売が好調である一方、11-12 月の気温が高かったこともあり、ストーブや毛布など季節商品の動きは鈍

い。（ホームセンター） 

➢ 新型車の販売が好調であるほか、納車期間の改善により受注残の解消が進んでいることから、売上げが大きく伸びた。ま

た、米価上昇で収入が増えた農家を中心に買換え需要の増加がみられる。（自動車販売） 

➢ 12月中旬頃まで毎週のようにイベントが開催されたため、宿泊客数が伸長した。また、年末年始の予約は、概ね前年並み

であった。（宿泊） 

➢ メニューの価格改定を行った結果、一部店舗で客数の減少がみられたものの、客単価の上昇により、売上げが増加した。

（飲食サービス） 

 生産活動 「横ばいの状況にある」 

鉱工業生産指数を業種別にみると、化学、電気・情報通信機械は低下しているものの、食料品、汎用・

生産用・業務用機械、金属製品、輸送機械は上昇しており、全体としては、横ばいの状況にある。 
➢ 秋に価格改定を行ったが、クリスマスやお正月といったイベントのほか、期間限定商品等の販売効果もあり、生産量・出

荷量ともに増加した。（食料品） 

➢ 生成 AI のデータセンター需要が世界的に拡大していることやスマートフォンのモデルチェンジ後の販売が好調であるこ

とに伴い、半導体関連製品の受注が増加していることから、生産量は前期比で好調を維持し、前年比では大きく増加してい

る。（化学） 

➢ 主力製品の需要が本格化する時期であることから、生産量が前期比で増加している。初期出荷は好調であったが、11-12

月の気温が高かったため、生産にブレーキがかかっている。（金属製品） 

➢  冷蔵庫や洗濯機などの低価格帯から中価格帯の製品では、中国メーカーとの競争激化により売上げが減少しているほか、

在庫調整を行ったこともあり、生産量が減少している。（電気機械） 

➢  米国向けの自動車部品が堅調に推移するなか、アセアン・インド向けの二輪自動車部品の需要が伸びていることから、生

産量が増加している。（輸送機械） 

 雇用情勢 「改善しつつある」 

新規求人数は減少しているものの、有効求人倍率は高水準で推移しており、雇用情勢は、改善しつつ

ある。 
➢ 全体的に従業員が不足しているが、特に調理スタッフなどの専門職が足りていない。採用をしようにも専門人材が市場に

少なく、なかなか採用できない。売上げは減少しているが、雇用を守るために冬の賞与は前年と同額を支給した。（宿泊） 

➢ 鍛造工や電気設計、機械設計等の技術者が慢性的に不足気味。即戦力の技術者は希少なことから、取り合いになっており、

なかなか採用できない。高齢化が進み、今後ボトルネックになる可能性がある。（製造） 

 設備投資 「7年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年10-12月期 

○ 7年度の設備投資計画をみると、製造業では前年比57.1％の増加見込み、非製造業は同12.8％の減少見込
みとなっており、全産業では同20.0％の増加見込みとなっている。 

 企業収益 「7年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」7年10-12月期 

○ 7年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、製造業は前年比3.8％の 
減益見込み、非製造業は同2.9％の増益見込みとなっており、全産業では同0.0％の増益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超幅が縮小している」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年10-12月期 

○ 景況判断BSIをみると、全規模では「下降」超幅が縮小している。先行きについては、全規模では「下降」
超で推移する見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を上回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、分譲住宅は前年を下回っているものの、持家、貸家は前年を上回っている。 

 公共事業 「前年を下回っている」 

○ 公共工事請負金額をみると、国、県、市町村は前年を下回っている。 

- ２ - 



※掲載した経済指標等については速報値を含む。

資　料　編

新潟県の経済情勢報告



1．個人消費

（注）前年同月（期）比は全店ベース。 【経済産業省】

j

　

（注）前年同月（期）比は全店ベース。

【グラフ1】

【経済産業省】

1

【グラフ2】

1-3 4-6 7-9 10-11 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

7年 6年 7年

新潟 2.5 3.0 3.4 4.0 1.7 1.9 3.7 ▲ 0.4 3.9 3.4 4.5 1.2 5.8 3.6 0.8 2.6 5.3

全国 3.2 1.8 2.7 5.0 3.3 2.8 4.9 1.9 2.8 2.7 1.8 1.0 1.6 3.3 3.4 5.1 4.9
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前年同月（期）比（％）
百貨店・スーパー販売額

1-3 4-6 7-9 10-11 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

7年 6年 7年

コンビニエンスストア 3.4 3.7 3.8 3.2 1.6 1.2 3.9 1.4 4.9 2.4 4.4 4.2 5.8 3.1 2.3 1.9 4.5

家電大型専門店 ▲ 0.2 2.4 2.9 9.3 5.2 5.8 ▲ 0.7 ▲ 6.0 4.8 1.3 2.0 3.6 ▲ 1.0 4.5 5.8 12.5 6.6

ドラッグストア 2.5 2.9 2.6 4.6 3.4 5.1 2.5 1.1 3.7 3.6 1.5 3.6 6.0 0.8 1.0 3.3 5.9

ホームセンター 0.6 ▲ 1.3 ▲ 0.5 1.9 3.4 3.1 ▲ 0.3 ▲ 1.9 3.5 ▲ 6.3 1.6 1.2 4.8 ▲ 6.6 0.6 1.6 2.3

▲ 15

▲ 10

▲ 5
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前年同月（期）比（％）

コンビニエンスストア・家電大型専門店・ドラッグストア・ホームセンター販売額（新潟県）

物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している



【日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会】
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【グラフ3】

【グラフ4】

【総務省】

1-3 4-6 7-9 10-11 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

7年 6年 7年

金額 287 274 278 290 303 388 271 274 315 293 265 264 269 281 284 253 327

前年同月（期）比 ▲ 1.2 ▲ 9.3 ▲ 1.7 ▲ 2.0 ▲ 21.1 24.2 ▲ 11.8 5.9 3.4 ▲ 4.8 ▲ 10.5▲ 12.8▲ 11.6 7.3 0.5 ▲ 12.3 7.9
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（千円） 前年同月（期）比（％）

家計消費支出（新潟市、二人以上の世帯）

1-3 4-6 7-9 10-12 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

7年 6年 7年

合計 12.2 3.7 ▲ 4.9 0.4 ▲ 8.8 15.9 12.1 10.4 9.4 1.4 0.9 ▲ 6.5 ▲ 9.1 ▲ 0.4 3.9 ▲ 4.9 2.7

普通車 5.6 ▲ 6.3 ▲ 10.5 ▲ 10.0 ▲ 1.9 13.2 4.8 3.2 ▲ 2.2 ▲ 6.0 ▲ 10.0 ▲ 13.3 ▲ 16.7 ▲ 3.3 ▲ 6.7 ▲ 15.2 ▲ 7.4

小型車 11.7 2.0 ▲ 7.3 4.7 ▲ 24.6 6.3 5.8 18.0 4.6 0.0 1.4 ▲ 5.1 ▲ 7.1 ▲ 9.5 ▲ 1.7 2.0 17.4

軽自動車 17.8 12.9 0.3 6.2 ▲ 6.1 22.2 19.5 14.1 21.9 8.0 9.6 ▲ 1.9 ▲ 4.7 5.6 14.2 0.1 4.1
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前年同月（期）比（％）

乗用車新車登録届出台数（新潟県）



【新潟県】

　

【新潟県】
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2．生産活動

【グラフ5】

【グラフ6】

横ばいの状況にある

1-3 4-6 7-9 10 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

7年 6年 7年

食料品 92.4 94.3 86.6 87.9 95.3 94.1 92.7 91.8 92.8 92.5 96.0 94.4 91.8 84.0 84.1 87.9

汎用・生産用・業務用機械 111.4 109.8 103.2 112.8 108.5 106.7 106.7 107.0 120.5 104.3 112.2 113.0 103.0 99.1 107.5 112.8

化学 101.8 111.0 106.3 88.7 101.4 106.8 111.2 86.9 107.3 111.2 108.0 113.7 108.9 110.4 99.7 88.7

金属製品 90.6 91.4 89.7 92.0 88.6 87.2 90.5 92.5 88.8 93.5 92.7 88.1 90.7 87.8 90.5 92.0

電気・情報通信機械 102.1 97.9 114.6 109.9 104.8 106.0 101.2 102.6 102.5 99.0 97.4 97.3 112.1 119.6 112.2 109.9

輸送機械 83.9 77.7 65.1 69.6 80.9 86.4 90.8 80.8 80.0 76.9 75.4 80.7 69.1 62.1 64.1 69.6
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（令和2年＝100）
業種別生産指数（新潟県・季節調整済）の推移

1-3 4-6 7-9 10 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

7年 6年 7年

前月（期）比 ▲ 0.2 1.8 ▲ 3.9 ▲ 1.2 ▲ 2.8 1.5 1.3 ▲ 5.1 6.0 ▲ 1.3 1.6 ▲ 0.6 ▲ 2.0 ▲ 3.1 0.2 ▲ 0.2

生産指数 96.8 98.5 94.7 93.6 95.6 97.0 98.3 93.3 98.9 97.6 99.2 98.6 96.6 93.6 93.8 93.6
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生産指数（新潟県・季節調整済）の推移

前月（期）比（％）



3．雇用情勢

【グラフ7】

（注）パートを含む。

（注）パートを含む。 【厚生労働省】

【グラフ9】

【新潟財務事務所（法人企業景気予測調査）】
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【厚生労働省】

【グラフ8】

改善しつつある

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

6年 7年

新潟 1.43 1.45 1.46 1.48 1.47 1.48 1.47 1.45 1.44 1.50 1.43 1.41 1.42 1.40 1.39 1.36 1.36

全国 1.25 1.24 1.25 1.25 1.25 1.25 1.26 1.24 1.26 1.26 1.24 1.22 1.22 1.20 1.20 1.18 1.18
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（倍） 有効求人倍率(季節調整値)

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

6年 7年

新規求人数 17,129 17,621 17,703 17,055 16,599 17,103 18,273 16,385 16,311 18,920 17,132 16,148 16,610 16,499

新規求人倍率 2.35 2.38 2.38 2.24 2.44 2.28 2.47 2.09 2.16 2.38 2.25 2.17 2.30 2.30
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（倍）（人） 新規求人数、新規求人倍率（新潟県・季節調整値）

全規模・全産業

40.0
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（％ポイント）

従業員数判断ＢＳＩ（新潟県）
[期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比]
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【グラフ10】

【新潟財務事務所（法人企業景気予測調査）】

5．企業収益

【グラフ11】

【新潟財務事務所（法人企業景気予測調査）】

6．企業の景況感

【グラフ12】

【新潟財務事務所（法人企業景気予測調査）】
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4．設備投資

全規模

▲ 3.8

大企業

12.5 中堅企業

2.6
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4～6

月期

(見通し)

（％ポイント）

景況判断ＢＳＩ（新潟県）
[前期比「上昇」－「下降」社数構成比]

全規模 大企業 中堅企業 中小企業

現状

下
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設備投資計画額（新潟県）
[除く土地購入額、含むソフトウェア投資額]前年比（％）
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7．住宅建設

【グラフ13】

【国土交通省】

8．公共事業

【グラフ14】

【北海道建設業信用保証㈱、東日本建設業保証㈱、西日本建設業保証㈱】

6

前年を上回っている

1-3 4-6 7-9 10-11 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

7年 6年 7年

着工戸数 2,364 1,756 2,296 1,587 673 663 464 720 1,180 632 385 739 837 650 809 937 650

合計 39.5 ▲ 27.3 6.4 18.1 ▲ 8.7 31.8 13.4 17.8 74.8 ▲ 30.9 ▲ 46.8 ▲ 4.9 19.2 ▲ 3.8 3.7 39.6 ▲ 3.4

持家 10.9 ▲ 27.1 ▲ 6.8 10.9 ▲ 10.7 16.7 ▲ 1.6 ▲ 13.7 36.9 ▲ 33.0 ▲ 35.0 ▲ 14.4 4.8 ▲ 14.2 ▲ 11.9 15.0 6.5

貸家 107.9 ▲ 55.8 26.0 55.8 ▲ 29.9 250.0 64.4 84.1 151.5 ▲ 45.3 ▲ 72.0 ▲ 60.3 86.0 ▲ 3.9 14.4 106.7 ▲ 3.1

分譲住宅 5.5 16.0 13.4 ▲ 24.5 ▲ 29.5 ▲ 41.8 13.8 ▲ 25.3 39.7 ▲ 34.8 ▲ 55.7 223.9 ▲ 1.1 111.6 ▲ 22.5 ▲ 20.2 ▲ 30.2
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新設住宅着工戸数（新潟県）

前年を下回っている

1-3 4-6 7-9 10-12 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

7年 6年 7年

合計 2.6 1.7 ▲ 3.4 ▲ 14.7 63.1 81.5 ▲ 7.9 ▲ 8.3 ▲ 1.3 ▲ 9.9 19.5 ▲ 11.3 ▲ 10.1 21.7 5.2 ▲ 25.3 ▲ 34.0

国 ▲ 2.2 35.1 ▲ 46.5 ▲ 33.4 46.0 322.9 ▲ 31.5 ▲ 25.3 19.1 15.7 83.0 ▲ 68.9 ▲ 47.3 39.1 15.9 ▲ 71.7 ▲ 43.6

県 ▲ 5.2 ▲ 11.3 15.9 ▲ 5.4 18.8 65.5 13.7 ▲ 14.3 ▲ 1.2 7.1 ▲ 32.8 21.5 16.9 4.3 7.4 ▲ 6.9 ▲ 23.4

市町村 33.5 21.7 ▲ 0.5 ▲ 10.7 98.1 47.9 13.7 37.3 1.1 31.9 30.7 2.1 ▲ 3.3 ▲ 2.9 7.2 ▲ 15.1 ▲ 33.8

472.9
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472.9
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（参考） 企業倒産

倒産件数は前年を上回っている

1-3 4-6 7-9 10-12 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

7年 6年 7年

倒産件数 29 29 43 28 14 8 11 10 8 10 11 18 13 12 9 11 8

前年同月（期）比 ▲ 6.5 0.0 2.4 3.7 133.3 ▲ 20.0 10.0 ▲ 9.1 ▲ 27.3▲ 16.7 83.3 50.0 30.0 ▲ 40.0 80.0 37.5 ▲ 42.9
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